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北九州市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成２９年６月１４日

北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第１９号

北九州市市税条例の一部を改正する条例

北九州市市税条例（昭和３８年北九州市条例第８５号）の一部を次のように

改正する。

第２０条第１項中「１００分の６」を「１００分の８」に改める。

第２２条の２第１号中「１００分の３」を「１００分の４」に改め、同号ア

中「においては」を「には」に改め、同条第２号中「１００分の３」を「１０

０分の４」に改め、同号ア中「においては」を「には」に改める。

第２２条の３第１項各号列記以外の部分中「１００分の６」を「１００分の

８」に、「にあっては」を「には」に、「その者」を「当該納税義務者」に改

め、同条第２項各号列記以外の部分中「５分の３」を「５分の４」に改める。

第４９条の次に次の１条を加える。

（法第３４９条の３第２８項等の条例で定める割合）

第４９条の２ 法第３４９条の３第２８項に規定する条例で定める割合は、２

分の１とする。

２ 法第３４９条の３第２９項に規定する条例で定める割合は、２分の１とす

る。

３ 法第３４９条の３第３０項に規定する条例で定める割合は、２分の１とす

る。

第６４条第１項及び第２項を次のように改める。

軽自動車税は、三輪以上の軽自動車に対し当該三輪以上の軽自動車の取得

者に環境性能割によって、原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び

二輪の小型自動車（以下「軽自動車等」という。）に対し当該軽自動車等の

所有者に種別割によって課する。

２ 前項に規定する三輪以上の軽自動車の取得者には、法第４４３条第２項に

規定する者を含まないものとする。

第６４条第３項中「第４４３条第１項」を「第４４５条第１項」に、「によ

って軽自動車税」を「により種別割」に、「においては」を「には、第１項の

規定にかかわらず」に、「もの」を「軽自動車等」に改める。

第６４条の２を第６４条の３とし、第６４条の次に次の１条を加える。

（軽自動車税のみなす課税）

第６４条の２ 軽自動車等の売買契約において売主が当該軽自動車等の所有権
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を留保している場合には、軽自動車税の賦課徴収については、買主を前条第

１項に規定する三輪以上の軽自動車の取得者（以下この節において「三輪以

上の軽自動車の取得者」という。）又は軽自動車等の所有者とみなして、軽

自動車税を課する。

２ 前項の規定の適用を受ける売買契約に係る軽自動車等について、買主の変

更があったときは、新たに買主となる者を三輪以上の軽自動車の取得者又は

軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車税を課する。

３ 法第４４４条第３項に規定する販売業者等（以下この項において「販売業

者等」という。）が、その製造により取得した三輪以上の軽自動車又はその

販売のためその他運行（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第２

条第５項に規定する運行をいう。次項において同じ。）以外の目的に供する

ため取得した三輪以上の軽自動車について、当該販売業者等が、法第４４４

条第３項に規定する車両番号の指定を受けた場合（当該車両番号の指定前に

第１項の規定の適用を受ける売買契約の締結が行われた場合を除く。）には

、当該販売業者等を三輪以上の軽自動車の取得者とみなして、環境性能割を

課する。

４ 法の施行地外で三輪以上の軽自動車を取得した者が、当該三輪以上の軽自

動車を法の施行地内に持ち込んで運行の用に供した場合には、当該三輪以上

の軽自動車を運行の用に供する者を三輪以上の軽自動車の取得者とみなして

、環境性能割を課する。

第６５条の見出し及び同条各号列記以外の部分中「軽自動車税」を「種別割

」に改め、同条を第６４条の４とし、同条の次に次の６条を加える。

（環境性能割の課税標準）

第６４条の５ 環境性能割の課税標準は、三輪以上の軽自動車の取得のために

通常要する価額として施行規則第１５条の１０に定めるところにより算定し

た金額とする。

（環境性能割の税率）

第６４条の６ 次の各号に掲げる三輪以上の軽自動車に対して課する環境性能

割の税率は、当該各号に定める率とする。

（１） 法第４５１条第１項（同条第４項において準用する場合を含む。）

の規定の適用を受けるもの １００分の１

（２） 法第４５１条第２項（同条第４項において準用する場合を含む。）

の規定の適用を受けるもの １００分の２

（３） 法第４５１条第３項の規定の適用を受けるもの １００分の３

（環境性能割の徴収の方法）
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第６４条の７ 環境性能割の徴収については、申告納付の方法によらなければ

ならない。

（環境性能割の申告納付）

第６４条の８ 環境性能割の納税義務者は、法第４５４条第１項各号に掲げる

三輪以上の軽自動車の区分に応じ、当該各号に定める時又は日までに、施行

規則第３３号の４様式による申告書を市長に提出するとともに、その申告に

係る環境性能割額を納付しなければならない。

２ 三輪以上の軽自動車の取得者（環境性能割の納税義務者を除く。）は、法

第４５４条第１項各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める時又は日まで

に、施行規則第３３号の４様式による報告書を市長に提出しなければならな

い。

（環境性能割に係る不申告等に関する過料）

第６４条の９ 環境性能割の納税義務者が前条の規定により申告し、又は報告

すべき事項について正当な事由がなくて申告又は報告をしなかった場合には

、その者に対し、１０万円以下の過料を科する。

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期

限は、その発付の日から１０日以内とする。

（環境性能割の減免）

第６５条 市長は、第７２条第１項各号に掲げる軽自動車等（三輪以上のもの

に限る。）のうち必要と認めるものに対しては、その取得者に対して課する

環境性能割を減免する。

２ 前項の規定による環境性能割の減免を受けるための手続その他必要な事項

については、規則で定める。

第６６条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条各号列記以外

の部分中「軽自動車税の税率は、次の各号に掲げる軽自動車等に対し」を「次

の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は」に改める。

第６７条（見出しを含む。）及び第６９条（見出しを含む。）中「軽自動車

税」を「種別割」に改める。

第７０条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第１項中「軽

自動車税」を「種別割」に、「本節」を「この節」に、「第３３号の４様式」

を「第３３号の４の２様式」に改め、同条第２項及び第３項中「第３３号の４

様式」を「第３３号の４の２様式」に改め、同条第４項各号列記以外の部分中

「第６４条第２項」を「第６４条の２第１項」に改める。

第７１条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第１項中「第
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６４条第２項」を「第６４条の２第１項」に改める。

第７２条（見出しを含む。）中「軽自動車税」を「種別割」に改める。

第７３条第２項中「第６４条の２」を「第６４条の３」に、「第６５条第２

号」を「第６４条の４第２号」に、「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条

第６項中「軽自動車税」を「種別割」に改める。

第７４条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条中「（昭和２

６年法律第１８５号）」を削り、「検査対象軽自動車または」を「検査対象軽

自動車又は」に、「本条」を「この条」に、「軽自動車税」を「種別割」に、

「、または」を「又は」に改める。

付則第５条の３第１項中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改める

。

付則第７条の４各号列記以外の部分中「５分の３」を「５分の４」に改める

。

付則第９条の２中第１３項を第１５項とし、第１２項の次に次の２項を加え

る。

１３ 法附則第１５条第４４項に規定する条例で定める割合は、２分の１とす

る。

１４ 法附則第１５条第４５項に規定する条例で定める割合は、３分の２とす

る。

付則第９条の３第５項第２号中「附則第１２条第２２項」を「附則第１２条

第２４項」に改め、同条第６項各号列記以外の部分中「この項」の次に「及び

第９項」を加え、「附則第１２条第２４項」を「附則第１２条第２６項」に改

め、同条第７項各号列記以外の部分中「附則第７条第８項各号」を「附則第７

条第９項各号」に改め、同項第４号中「附則第１２条第２８項各号」を「附則

第１２条第３０項各号」に改め、同項第６号中「附則第１２条第２９項」を「

附則第１２条第３１項」に改め、同条第８項各号列記以外の部分中「この項」

の次に「及び第１０項」を加え、「附則第７条第９項各号」を「附則第７条第

１０項各号」に改め、同項第５号中「附則第１２条第３６項」を「附則第１２

条第３８項」に改め、同条第９項各号列記以外の部分中「附則第７条第１１項

」を「附則第７条第１４項」に、「附則第１２条第２４項」を「附則第１２条

第２６項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第８項の次に次の２項を加

える。

９ 法附則第１５条の９の２第１項の特定耐震基準適合住宅について、同項の

規定の適用を受けようとする者は、当該特定耐震基準適合住宅に係る耐震改

修が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規
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則附則第７条第１１項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければな

らない。

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人

番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積

（３） 家屋の建築年月日及び登記年月日

（４） 耐震改修が完了した年月日

（５） 耐震改修に要した費用

（６） 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場

合には、３月以内に提出することができなかった理由

１０ 法附則第１５条の９の２第４項の特定熱損失防止改修住宅又は同条第５

項の特定熱損失防止改修住宅専有部分について、これらの規定の適用を受け

ようとする者は、熱損失防止改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１２項各号に掲げる書類

を添付して市長に提出しなければならない。

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人

番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

（２） 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積並びに人の居住の用に供す

る部分の床面積

（３） 家屋の建築年月日及び登記年月日

（４） 熱損失防止改修工事が完了した年月日

（５） 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第１２条第３８項に規

定する補助金等

（６） 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を

提出する場合には、３月以内に提出することができなかった理由

付則第１７条の３第１項中「１００分の３」を「１００分の４」に改める。

付則第１７条の４第１項第１号中「１００分の７．２」を「１００分の９．

６」に改める。

付則第２１条第１項中「１００分の３」を「１００分の４」に改める。

付則第２１条の２第１項第１号中「１００分の２．４」を「１００分の３．

２」に改め、同項第２号アを次のように改める。

ア ６４万円

付則第２１条の２第１項第２号イ中「１００分の３」を「１００分の４」に

改める。

付則第２１条の３第１項第１号中「１００分の２．４」を「１００分の３．
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２」に改め、同項第２号アを次のように改める。

ア １９２万円

付則第２１条の３第１項第２号イ中「１００分の３」を「１００分の４」に

改める。

付則第２２条第１項中「１００分の５．４」を「１００分の７．２」に改め

、同条第３項中「１００分の５．４」を「１００分の７．２」に、「１００分

の３」を「１００分の４」に改める。

付則第２３条第１項及び第３項中「１００分の３」を「１００分の４」に改

める。

付則第２３条の３第１項中「非課税上場株式等管理契約」という。）」の次

に「又は同項第４号に規定する非課税累積投資契約（次項において「非課税累

積投資契約」という。）」を、「規定する非課税口座内上場株式等」の次に「

（以下この条において「非課税口座内上場株式等」という。）」を加え、「同

条第５項第１号」を「同法第３７条の１４第５項第１号」に、「この条におい

て同じ」を「この項において同じ」に改め、同条第２項中「非課税口座から」

を「同条第５項第３号に規定する非課税管理勘定（以下この項において「非課

税管理勘定」という。）又は同項第５号に規定する累積投資勘定（以下この項

において「累積投資勘定」という。）からの」に改め、「非課税上場株式等管

理契約」の次に「又は非課税累積投資契約」を、「の払出しがあった」の次に

「非課税管理勘定又は累積投資勘定が設けられている」を加え、「の取得をし

た」を「を取得した」に改める。

付則第２３条の３の２第２項中「未成年者口座（同条第５項第１号に規定す

る未成年者口座をいう。以下この項において同じ。）」を「同条第５項第３号

に規定する非課税管理勘定（以下この項において「非課税管理勘定」という。

）又は同項第４号に規定する継続管理勘定（以下この項において「継続管理勘

定」という。）」に改め、「あった未成年者口座」を「あった非課税管理勘定

又は継続管理勘定が設けられている未成年者口座（同条第５項第１号に規定す

る未成年者口座をいう。）」に改める。

付則第２４条の２第１項中「１００分の３」を「１００分の４」に改める。

付則第２７条の次に次の５条を加える。

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例）

第２７条の２ 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収は、当分の間、次条の規定

を除くほか、第１章第２節の規定にかかわらず、福岡県が、自動車税の環境

性能割の賦課徴収の例により、行うものとする。

（軽自動車税の環境性能割の減免の特例）
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第２７条の３ 市長は、当分の間、第６５条の規定にかかわらず、福岡県知事

が自動車税の環境性能割を減免する自動車に相当するものとして市長が定め

る三輪以上の軽自動車に対しては、軽自動車税の環境性能割を減免する。

（軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例）

第２７条の４ 第６４条の８の規定による申告納付については、当分の間、同

条中「市長」とあるのは、「福岡県知事」とする。

（軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費の交付）

第２７条の５ 市長は、福岡県知事が軽自動車税の環境性能割の賦課徴収に関

する事務を行うために要する費用を補償するため、法附則第２９条の１６第

１項各号に掲げる金額の合計額を、徴収取扱費として福岡県に交付する。

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例）

第２７条の６ 営業用の三輪以上の軽自動車に対する第６４条の６の規定の適

用については、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第１号 １００分の１ １００分の０．５

第２号 １００分の２ １００分の１

第３号 １００分の３ １００分の２

２ 自家用の三輪以上の軽自動車に対する第６４条の６（第３号に係る部分に

限る。）の規定の適用については、同号中「１００分の３」とあるのは、「

１００分の２」とする。

付則第２８条第１項中「初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定に

よる」を「最初の法第４４４条第３項に規定する」に改め、「軽自動車税」の

次に「の種別割」を加え、同条第３項中「次項」を「以下この条（第５項を除

く。）」に改め、同条に次の３項を加える。

５ 法附則第３０条第６項各号に規定する三輪以上の軽自動車に対する第６６

条の規定の適用については、当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成３

０年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３０年度

分の軽自動車税に限り、当該軽自動車が平成３０年４月１日から平成３１年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３１年度分の

軽自動車税に限り、第２項の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

６ 法附則第３０条第７項各号に規定する三輪以上の軽自動車に対する第６６

条の規定の適用については、当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成３

０年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３０年度

分の軽自動車税に限り、当該軽自動車が平成３０年４月１日から平成３１年
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３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３１年度分の

軽自動車税に限り、第３項の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

７ 法附則第３０条第８項各号に規定する三輪以上の軽自動車（前項の規定の

適用を受けるものを除く。）に対する第６６条の規定の適用については、当

該軽自動車が平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には平成３０年度分の軽自動車税に限り、当該軽

自動車が平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には平成３１年度分の軽自動車税に限り、第４項の表

の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。

付則に次の１条を加える。

（軽自動車税の賦課徴収の特例）

第２９条 市長は、軽自動車税の賦課徴収に関し、三輪以上の軽自動車が法附

則第３０条の２第１項に規定する窒素酸化物排出量等基準につき前条第２項

から第７項までの規定の適用を受ける三輪以上の軽自動車に該当するかどう

かの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項

に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当

該判断をするものとする。

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の額について不足額があることを第６７条

第２項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納期限）後

において知った場合において、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の認

定等の申請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申請

に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。

）により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が当

該国土交通大臣の認定等を取り消したことによるものであるときは、当該申

請をした者又はその一般承継人を賦課期日現在における当該不足額に係る三

輪以上の軽自動車の所有者とみなして、軽自動車税に関する規定（第７０条

及び第７１条の規定を除く。）を適用する。

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の額は、同項

の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加算した

金額とする。

４ 第２項の規定の適用がある場合における第９条の規定の適用については、

同条中「納期限後」とあるのは、「納期限（付則第２８条の２第２項の規定

の適用がないものとした場合の当該三輪以上の軽自動車の所有者についての
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軽自動車税の納期限とする。以下この条において同じ。）後」とする。

付 則

（施行期日）

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から

施行する。

（１） 第４９条の次に１条を加える改正規定、付則第９条の２中第１３項

を第１５項とし、第１２項の次に２項を加える改正規定（同条第１４項に

係る部分を除く。）、付則第９条の３第５項第２号、同条第６項各号列記

以外の部分、同条第７項、同条第８項及び同条第９項各号列記以外の部分

の改正規定、同項を同条第１１項とし、同条第８項の次に２項を加える改

正規定、付則第２８条第３項の改正規定、同条に３項を加える改正規定並

びに付則に１条を加える改正規定並びに付則第３条の規定 公布の日

（２） 第２０条第１項、第２２条の２、第２２条の３第１項各号列記以外

の部分、同条第２項各号列記以外の部分、付則第７条の４各号列記以外の

部分、付則第１７条の３第１項、付則第１７条の４第１項第１号、付則第

２１条第１項、付則第２１条の２第１項第１号、同項第２号ア、同号イ、

付則第２１条の３第１項第１号、同項第２号ア、同号イ、付則第２２条第

１項、同条第３項、付則第２３条第１項及び第３項並びに付則第２４条の

２第１項の改正規定並びに付則第２条の規定 平成３０年１月１日

（３） 付則第５条の３第１項、付則第２３条の３第１項、同条第２項及び

付則第２３条の３の２第２項の改正規定 平成３１年１月１日

（４） 第６４条第１項及び第２項並びに同条第３項の改正規定、第６４条

の２を第６４条の３とし、第６４条の次に１条を加える改正規定、第６５

条の見出し及び同条各号列記以外の部分の改正規定、同条を第６４条の４

とし、同条の次に６条を加える改正規定、第６６条の見出し、同条各号列

記以外の部分、第６７条（見出しを含む。）及び第６９条（見出しを含む

。）、第７０条の見出し、同条第１項、同条第２項及び第３項、同条第４

項各号列記以外の部分、第７１条の見出し、同条第１項、第７２条（見出

しを含む。）、第７３条第２項、同条第６項、第７４条の見出し並びに同

条の改正規定、付則第２７条の次に５条を加える改正規定並びに付則第２

８条第１項の改正規定並びに付則第４条の規定 平成３１年１０月１日

（５） 付則第９条の２中第１３項を第１５項とし、第１２項の次に２項を

加える改正規定（同条第１４項に係る部分に限る。） 規則で定める日

（市民税に関する経過措置）

第２条 改正後の北九州市市税条例（以下「新条例」という。）第２０条第１

1111



項、第２２条の２第１号及び第２号、第２２条の３第１項各号列記以外の部

分、同条第２項各号列記以外の部分、付則第７条の４各号列記以外の部分、

付則第１７条の３第１項、付則第１７条の４第１項第１号、付則第２１条第

１項、付則第２１条の２第１項第１号及び第２号、付則第２１条の３第１項

第１号及び第２号、付則第２２条第１項及び第３項、付則第２３条第１項及

び第３項並びに付則第２４条の２第１項の規定は、平成３０年度以後の年度

分の個人の市民税について適用し、平成２９年度分までの個人の市民税につ

いては、なお従前の例による。

（固定資産税に関する経過措置）

第３条 新条例第４９条の２の規定は、平成３０年度以後の年度分の固定資産

税について適用し、平成２９年度分までの固定資産税については、なお従前

の例による。

（軽自動車税に関する経過措置）

第４条 新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、付則第１条

第４号に掲げる規定の施行の日以後に取得された三輪以上の軽自動車に対し

て課する軽自動車税の環境性能割について適用する。

２ 新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、平成３２年度以後の

年度分の軽自動車税の種別割について適用し、平成３１年度分までの軽自動

車税については、なお従前の例による。
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北九州市市税条例の一部を改正する条例の一部の施行期日を定める規則をこ

こに公布する。

平成２９年６月１４日

北九州市長 北 橋 健 治

北九州市規則第４１号

北九州市市税条例の一部を改正する条例の一部の施行期日を定め

る規則

北九州市市税条例の一部を改正する条例（平成２９年北九州市条例第１９号

）付則第１条第５号に掲げる規定の施行期日は、平成２９年６月１５日とする

。
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北九州市告示第２９９－２号

 北九州市が管理する港湾施設の概要（昭和５８年北九州市告示第７８－１０

号）の一部を次のように改正する。

  平成２９年６月１４日

                    北九州市長 北 橋 健 治

２ 外郭施設の護岸の表の小倉の項中

改める。

１４ 港湾施設用地の倉庫敷の表の小倉の項中

改める。

「

を

」

堺川道路１号護岸 小倉北区西港町    １３４．００

「

に

」

堺川道路１号護岸 小倉北区西港町      ２．００

「

 を

」

高浜倉庫敷 小倉北区末広二丁目 １，４８７．６１

日明３号倉庫敷 小倉北区西港町 １２，２０３．７７

「

に

」

高浜倉庫敷 小倉北区末広二丁目 １，４８７．６１
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北九州市告示第３０１号 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の 

規定による通知カード及び個人番号カード並びに情報提供ネットワークシステ 

ムによる特定個人情報の提供等に関する省令（平成２６年総務省令第８５号）

第４９条第１項の規定により、平成２９年６月１９日付けで特定個人情報の提

供の求め等に係る電子計算機の設置等関連事務（本市に設置されている市長以

外の執行機関に係る同事務を含む。）を地方公共団体情報システム機構に行わ

せることとしたので、同条第３項の規定により告示する。 

  平成２９年６月１９日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 
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北九州市公告第４３０号 

 大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１項の規定によ

る大規模小売店舗の変更事項の届出があったので、同条第３項において準用す

る同法第５条第３項の規定により、次のとおり公告し、当該届出及び添付書類

を縦覧に供する。 

 なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺地域の生活環境の保持の

ため配慮すべき事項について意見を有する者は、意見書を北九州市長に提出す

ることができる。 

  平成２９年６月１９日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

マックスバリュ三萩野店 

  北九州市小倉北区昭和町１４番２０号 

２ 大規模小売店舗を設置する者 

  株式会社福岡トラスト 

  福岡市博多区東那珂一丁目１８番２７号 

  代表取締役 入江久子 

３ 変更した事項 

 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は代表者の氏名 

 （１） 変更前 

株式会社福岡トラスト 

福岡市博多区東那珂一丁目１８番２７号 

代表取締役 入江幸義 

 （２） 変更後 

株式会社福岡トラスト 

福岡市博多区東那珂一丁目１８番２７号 

代表取締役 入江久子 

４ 変更の年月日 

  平成２８年８月３１日

５ 変更する理由 

  代表者変更のため 

６ 届出年月日 

平成２９年６月１２日 

７ 縦覧場所 
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 （１） 北九州市小倉北区城内 1 番 1 号 

   北九州市産業経済局新成長戦略推進部商業・サービス産業政策課  

 （２） 北九州市小倉北区大手町１番１号 

   北九州市小倉北区役所総務企画課 

８ 縦覧期間 

  平成２９年６月１９日から同年１０月１９日まで（日曜日、土曜日及び国

民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く

。）の毎日午前８時３０分から午後５時まで 

９ 意見書の提出要領 

   次に掲げる事項を記載した文書を平成２９年１０月１９日までに北九州市

産業経済局新成長戦略推進部商業・サービス産業政策課に到着するように提

出すること。 

 （１） 氏名又は団体名及び団体にあってはその代表者の氏名 

 （２） 住所又は所在地 

 （３） 連絡先電話番号 

 （４） 大規模小売店舗の名称及び所在地 

 （５） 意見 
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